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　このことについて、農地中間管理事業の推進に関する法律第６条第２項の規定に基づき、

評価委員会として下記のとおり意見を述べます。

１　評価の期間 令和７年４月１日から令和８年３月３１日

２　評価委員名 磯田　宏、大塚　康市、梶山　泰治

３　評価意見書 別紙のとおり

以上

記

日

令和７年度農地中間管理事業に係る評価意見書について

8 年 6 月 8



 

 

令和７年度農地中間管理事業に係る評価意見書 

 

 

１ 実施状況等について 

 

（１）  －① 貸付実績 

   令和７年度は、農業経営基盤強化促進法に規定されていた利用権設定等促

進事業（相対契約）が廃止され、農地の貸借が農地中間管理事業に一本化さ

れたことから、農地中間管理事業による貸付面積（認可ベ－ス）は、令和６

年度の 1,093ha から大幅に増加し、4,967ha となった。 

    

   月別の貸付状況をみると、５月・10 月に貸付認可の大きな山が見られ、５

月・10 月の貸付面積は、令和６年度の貸付面積（1,093ha）を超えた。 

   地域別にみると、県内６地域全てにおいて貸付面積が大幅に増加し、特に

相対契約による農地の貸借が主であった朝倉地域の増加が顕著であった。 

 

（１）－② 遊休農地の解消 

国の事業を活用し、「地域計画」策定地域で、将来とも農地の受け手が確保 

されていない遊休農地の解消を進めた。 

その結果、１市・１町の「地域計画」策定地域にある 1.0ha の遊休農地を 

解消し、３件の新たな受け手に貸借を行った。 

 

（２）  評価  

機構は、令和５年度から事務手続き等の簡素化、業務の電子化による効率 

化や組織体制の強化に取り組んだ結果、令和７年度の大幅な貸付面積の増加 

に対応できたことは評価する一方、農地中間管理事業の目的である担い手へ 

の農地の集積・集約化に寄与しているのか等、政策効果が判然としていない。 

 

 令和５年４月の法改正により、農地中間管理事業は市町村が策定した「地 

域計画」の達成に資する貸借制度として位置づけられたことから、担い手へ 

の農地の集積・集約化が進む「地域計画」へのブラッシュアップ（更新）が 

不可欠である。 

策定主体である市町村のマンパワ－不足等の課題を踏まえ、「地域計画」の 

ブラッシュアップが円滑に進められるよう、県への働きかけをお願いしたい。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

２ 農地中間管理事業の本格実施に伴う課題等について 

 

（１）－① 緊急避難方式の実施状況 

   農地中間管理事業は、担い手の経営規模拡大に伴う事務手続きを軽減する

ため、「賃料が機構を経由する方式：従来方式」を基本としているが、制度移

行に伴う現場の事務負担を軽減するため、簡易な手続きで済む「賃料が機構

を経由しない方式：緊急避難方式」を機構独自方式として設定した。 

 

   緊急避難方式の実施初年目である令和７年度は、県全体で従来方式 55％、

緊急避難方式 45％となったが、地域別・市町村別にみると実施状況に大きな

ばらつきがみられた。 

 

（１）－② 賃料未収の状況 

   機構では、12 月 15 日に農地の受け手から賃料を徴収し、12 月 25 日に農 

地の出し手に賃料を振込んでいるが、振込期日までに徴収できない賃料未収 

案件が年々増加している。 

 また、令和６年度まで未収賃料は全て回収できているものの、回収期間が 

長期にわたる案件も散見されている。 

 

（２）評価  

   緊急避難方式の導入は、制度移行に伴う事務負担軽減を図るうえで、一定

の成果が見られたと評価する。 

 

一方、単年度では、実施状況のバラつき要因や、担い手への農地の集積・

集約との相互関係等が不明であることから、緊急避難方式の現状分析等を行

うとともに、国が進めている農地中間管理事業の５年後の見直しの中で、こ

うした方式が検討されるよう要請されたい。 

 

   また、国等からの補助金以外に独自財源を持たない機構にとって、賃料未

収案件の増加は、機構運営の継続性に支障を及ぼすものと危惧する。 

   このため、第一に、賃料未収案件の発生・増加の背景・要因について明ら

かにすると同時に、そのような案件発生を未然に防止する措置・施策につい

て県や国に要請されたい。また第二に、喫緊の措置として国に対し賃料未収

対策を構築されるよう、強く要請されたい。 


